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研究課題名 
原子力災害時における被災者の個人被ばく線量把握及び健康管理に資する 

インテリジェンスデータベースの構築 

令和６年度研究期間 令和６年４月１日～令和７年２月 28日 

研究期間 令和５年度～令和 7年度（２年目） 

 

 氏名 所属機関・職名 

主任研究者 金 ウンジュ 量研機構・主幹研究員 

分担研究者   

若手研究者   

 

キーワード インテリジェンスデータベース(IDB)、 外部被ばく線量、屋内遮へい効果 

 

本年度研究成果 

I 研究背景 

量子科学技術研究開発機構（以下、量研）では、東電福島第一原発事故（以下、福島原発事故）に

よる住民の初期内部被ばく線量の推計を長年にわたり進めてきた。初期内部被ばくで最も重要なのは

放射性ヨウ素による甲状腺内部被ばくであるが、主要核種である I-131 を対象とした人の実測データ

は極めて限られている。このため、事故発生から数カ月後に開始されたセシウムを対象としたホール

ボディカウンタ（WBC）の測定データ、人の実測データを有する個人の避難行動データ、放射性核種

の大気拡散シミュレーションの結果を収集し、これらの情報を活用して線量推計を行ってきた 1-4)。今

後は量研だけの研究に留めることなく、福島県立医科大学等の協力機関においても解析を行えるよう

にすること、及び、福島原発事故で得られた貴重なデータを将来のために管理・保全する環境を整備

することが重要である。 

 
II 目的 

本研究は、先行研究で福島県住民の初期内部被ばく線量推計のために収集・解析された様々な種類

のデータを有機的に統合し、GUI（Graphical User Interface）を介して多角的な解析を行えるインテリ

ジェンスデータベース（IDB）を作成すること、及び、その成果を踏まえ、将来の原子力災害におけ

る被災者の健康調査や疫学調査に適したデータベースの管理・活用法を提案することを目的としでい

る。 

 
III 研究方法 

WBC 被検者（約 5、000 名）の 3 月 11 日から 7 月 11 日までの行動データ及び福島県住民の外部被

ばく線量推計のために作成されたシステムで用いられた空間線量率マップまたは公開済みの大気拡

散シミュレーションを用いて外部被ばく線量推計用 IDB を試作した。試作した IDB では、GUI 上で、

個人の線量以外、地域別・月別の平均線量分布や、屋内の遮へい効果を考慮した線量低減係数を反映



 

した外部被ばく線量等を可視化できるように設計した。また、一時帰宅による影響を調べるため、一

時帰宅の回数（滞在時間）を指標にした外部被ばく線量推計結果や WBC 測定値（内部被ばく線量）

との比較結果を GUI 上に表示できるようにした。 

さらに、IDB の運用法の検討については、研究協力者および福島県民健康調査関係者を対象に、IDB

試作版の紹介の上、IDB に関する意見交換を実施した。その際に得られた意見を踏まえ、IDB の運用

において懸念事項（個人の避難行動データの取扱いに関する配慮、ユーザビリティを向上させた IDB

の画面デザイン、画面表示項目の集約等）を考慮の上、IDB 改良版を作成した。 

＜倫理面への配慮＞ 

本研究で使用する個人の避難行動データの利用については、量研機構及び福島県立医科大学の両機

関における臨床研究審査委員会から承認がえられている。(13-011) 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

WBC 検査被検者（約 5、000 名）の行動データを用いて試作した外部被ばく線量推計用 IDB によ

り、個人の線量推計以外、地域別の集団線量、避難による低減効果等について調べた。その結果、地

域別の集団線量では、飯舘村や川俣町の線量は、他地域の線量と比べて高く、これは、避難時期の違

いによる起因している。また、WBC 検査被検者の外部被ばく線量をみると全体の 72%が 1mSv 未満、

91%が 2mSv 未満であり、殆どの被検者が 3mSv 以下であることが確認された。避難による線量低減

効果の検討では、居住地域に居続けたときの線量(避難無し)と避難行動による線量（避難あり）を比

較した。その結果、地域によって差はあるものの、75 パーセンタイル線量で約半分から 1 桁まで低減

してことを確認した。現在、内部被ばく線量と外部被ばく線量の時系列関連性を含んだ解析等を進め

ている。 

図 1 は IDB 改良版の表示画面の一例であり、任意の避難経路に該当する住民の各種線量が画面上

のクリック操作で抽出できる。この IDB を活用することで、時系列による避難行動の類型化と線量分

布の解析が迅速に行える。これにより、避難行動を有する WBC 検査被検者の線量分布を基に、WBC

検査を受けていない被検者においてもおおよその内部被ばく線量を把握することが可能となった。来

年度は個人線量管理用 IDB 改良と利便性について検討しつつ、普及版に向けて意見交換等を引き続

き進めていく予定である。 



 

図 1 行動データを有する WBC 検査被検者の内、3 月 12 日 12 時から 3 月 14 日 0 時に津島地

域へ移動・滞在していた 378 名の WBC 結果及び線量分布を抽出したもので、類似の行動

データを持つ集団の内部被ばく線量分布が予測できる。 
 

V 結論 

外部被ばく線量推計用 IDB により、個人及び地域毎の線量情報を GUI 上で容易に抽出、避難行動

に伴う線量低減効果（5 割から 9 割低減）等について調べた。また、本研究で作成した IDB の在り方・

活用法の提案では、任意の避難行動に該当する集団に対する線量評価用 IDB の作成により、実測値の

ない集団に対する線量推計への活用可能性について検討した。 
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研究課題名 FISH解析法による低線量被ばく評価に向けた基盤構築 

令和６年度研究期間 令和６年４月１日～令和７年２月 28日 

研究期間 令和４年度～令和６年度（３年目） 

 

 氏名 所属機関・職名 

主任研究者 數藤由美子 量子科学技術研究開発機構・グループリーダー 

分担研究者             

若手研究者             

 

キーワード 低線量被ばく、FISH法、人工知能、画像解析、染色体異常、ベースライン 

 

本年度研究成果 

I 研究背景 

交換型染色体異常は放射線被ばく後の線量評価や長期フォローアップ調査研究に利用可能である。

低線量被ばく影響研究のためには課題が２つある。１）健常人バックグラウンドデータは不十分であ

る。従来の調査は観察数・基準がまちまちで、また、検査者の熟練度により画像判定基準が変動する

（再現性の問題）。２）FISH 画像による染色体異常判定は未だ自動化されていない。低線量被ばく調

査で必要な観察細胞数は 1 検体当たり目視観察で 1000 ゲノム以上 1) であり、時間と労力を要する。

人工知能（AI）技術による支援が有望である。 

 
II 目的 

本研究では、ヒト 1、2、4 番染色体ペインティングプローブによる FISH 解析法を用い、低線量被ば

く評価に向けた基盤構築を行う。より具体的には、健常人の染色体異常頻度バックグラウンド値の高

精度レファレンス・データを作成する。また、深層学習法を用いて交換型染色体異常の FISH 画像自

動判定技術を開発し、判定の標準化・迅速化を達成する。 

 
III 研究方法 

血液試料はインフォームドコンセントが得られた被検者から採取されたもので、プロトコールに従

って利用した（研究倫理プロトコール番号 08-016、17−018、18-023：量子科学技術研究開発機構）。 

【調査研究１】 染色体異常バックグラウンドレファレンスデータ作成 

■令和 6 年度は対象を若年層に絞り、健常人ボランティア 6 名（非喫煙、19〜20 歳）の末梢血試料を

得た。リンパ球 48 時間培養を行って染色体標本を作製し、ヒト 1, 2, 4 番染色体ペインティングプロ

ーブ（Zeiss/Metasystems 社）を用いた 3 色 FISH 1),2) を行った。細胞分裂回数の確認のため、ブロモデ

オキシウリジン添加による FPG 法を応用した 2)。熟練観察者による目視観察を行い、原則として 1 検

体につき 2500 メタフェーズ以上 1)（最大 25595 個）の染色体異常解析を行った。一部の末梢血につ



 

き、60Co-ガンマ線照射（線量率 0.4 Gy/min, 1.0 Gy, 2.0 Gy)を行い 2)、被ばくによる細胞周期遅延の有

無を確認した。長期内部被ばく症例 4 名（二酸化トリウムインジェクション約 35 年後に検体採取、

約 50 年凍結保存標本）で M-FISH 解析と 3 色 FISH 解析のデータ比較を行った。 

■研究期間 3 か年で得た染色体異常および細胞分裂回数のデータから、職業的被ばくの無い健常人に

おける加齢・喫煙効果、職業被ばくとの比較、医療被ばくの線量推定を試みた。 

 
【調査研究 2】 人工知能技術による染色体画像自動判別技術開発 

健常人ボランティア 1 名の末梢血試料由来の 60Co-ガンマ線 2.0 Gy 照射標本（線量率 0.5 Gy/min）を

用いた 3 色 FISH 1,2) により取得した画像データを用い、人工知能技術（深層学習法等）を適用し、原

子力規制庁令和 3 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費「染色体線量評価のための AI 自動画像

判定アルゴリズム（基本モデル）の開発」3) において開発した QST モデルをもとに、自動染色体画像

判別モデルのプロトタイプ 4)を作成した。令和 6 年度は実験的照射血ではなく、実際の被ばく症例の

検体（調査研究 1 参照）で性能テストを行った。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

【調査研究１】 染色体異常バックグラウンドレファレンスデータ作成 

１）非喫煙・健常人（19〜71 歳、15 名）バックグラウンドデータ（図１）： 当初計画（4 名）を大

幅に上回るデータ取得を果たし、今年度統合し分析した。染色体転座に関し、従来の報告 1), 4)［年齢

補正式 Translocation Rate(age) = 100×(exp(−7.925) + exp(−9.284)×(age×exp0.01062×age)］（参考図）と異

なり、明瞭な加齢効果が見出されなかった。遡及的な線量評価や長期フォローアップ調査を行うにあ

たり、現状では年齢補正をするよりむしろ個体差の最大幅を考慮して安全管理を行うことが現実的で

あると思われる。今後、より大規模な健常人および計画的職業被ばく者調査についてデータ蓄積が必

要である。 

 
     （参考図）年齢と転座頻度の関係 4) 

２）細胞周期： 4 検体の分析により、放射線傷害が少ない 2.0 Gy 以下の被ばく線量では細胞周期の

遅延が観察されないことが確認できた。本研究 19〜23 歳（10 名）の分析で、若年層では 2 回目分裂

以上の細胞が比較的高頻度で観察される個体の存在が明らかになった（図２）。頻度 10%以下であれ

ば 2.0 Gy 以上の被ばく事故における線量の過小評価（患者の見逃し）は理論上起きないため、これま

で FPG 法による細胞分裂回数確認を省略するラボも多かった。従来の研究報告では検体取得にバイ

アスがかかっていた可能性が考えられる（血液提供者の年齢層＝ラボの大学院生〜中堅研究者への偏

り）（図２、25 歳以上を参照）。リンパ球の寿命、培養試薬への反応性の個体差、採血当日の感染症等、



 

原因は不明で今後の解明

が俟たれるが、実践的に

は、1 回目分裂細胞のみと

らえるより簡便な培養法

の開発を行う。 

３）長期内部被ばく患者： 

100 ゲノム当たりの染色体

異常数は二動原体約 5 倍、

転座約 15〜35 倍。検量線 2)

から累積線量は 2 Gy 程度

と推定されるが、加齢効果

補正が未確定のため、今     図２．２〜４回目分裂細胞の頻度と年齢の関係［unpublished data］ 

後のいっそうの調査が必要である。 

４）3 色 FISH の染色体異常検出力：M-FISH データとの比較により、ほぼ理論通り(40%）であること

が確認できた。全染色体の識別可能でもプローブ代が高額で解析に時間を要する M-FISH 法の代替と

して、3 色 FISH 法を染色体異常の高速スクリーニングに用いて良いと言える。 

 
【調査研究 2】 人工知能技術による染色体画像自動判別技術開発 

 患者画像解析試験： 本研究で深層学習法を導入して開発したモデルを用いて前述の長期内部被ば

く患者標本の 3 色 FISH 画像解析を行った。正常染色体の検出率は健常人検体と同様に 97.2〜99.1%

と好成績が得られた。放射線被ばく検体の染色体異常の特徴として、低頻度であることが目視観察者

の重労働につながっている。本モデルは現状、染色体の検出率はほぼ 100%と正確で、染色体異常の

分類は正常細胞画像のスクリーニング（除外）に有効であると言える。現状のモデルでは学習材料に

偏りが生じる（2 Gy 以下の線量では異常が低頻度なため）。染色体異常の誤判定を改善するには、今

後、さらなる追加学習を行うか、分類に関して直近で報告があった新たなモデルを導入するなど、試

していく予定である。 

 
V 結論 

【調査研究１】 染色体異常バックグラウンドレファレンスデータ作成 

 高精度 FISH 法により、非喫煙・健常人（19〜71 歳、15 名）のバックグラウンドデータを得ること

ができた。このデータコレクションを基盤として、今後、計画的職業被ばくや医療被ばくのデータ解

析、加齢・喫煙他染色体異常生成に影響を与える因子の解明に利用できる。 

【調査研究 2】 人工知能技術による染色体画像自動判別技術開発 

 本研究の現モデルでは、染色体の検出率はほぼ 100%で、正常細胞のスクリーニング成績は患者検

体を含め良好である。今後いっそう放射線被ばくによる染色体異常の分類性能をあげるために、学習

データの偏りをなくす、新たな分類に適したモデルを別途導入するなど、引き続き改良を続け、近い

将来には ISO の標準プロトコールへの採用や特許取得を目指す 5)。 
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5) Wilkins R et al. (Suto Y 含む), Activities of ISO Working Group 18: Biological and Physical Retrospective 

Dosimetry, Disaster Medicine and Public Healath Preparedness, 2025, in press. 
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本年度研究成果 

I 研究背景 

 避難指示区域及び特定復興再生拠点区域での解除とともに、帰還・あらたに居住する住民の増加

が予想されるなか、住民がもっとも長い時間を過ごす住家内の汚染の状況及びその変化を把握するこ

とは重要である。同時に、屋内に残存する放射性物質を効果的に低減する具体的な方策を知ることは

住民にとって生活再建のための大きな関心事である。平成 28〜30 年度の原子力災害影響調査等事業

で実施した「住家内汚染の包括的研究及びこれによる内部被ばく線量評価」において、1 回だけの掃

除機がけにより、放射性セシウム（以下放射性 Cs という。）を含むハウスダストはある程度大きくな

ったものは集塵されるものの、床表面などに付着した放射性 Cs は残存したままであることを示した

1)。一方、令和 3 年度事業「被ばく線量に影響を及ぼす住家内外の要因に関わる研究」での調査結果

では、避難指示が解除された飯舘村及び南相馬市小高区の住家で居住（帰還）している住家のほうが

表面汚染密度の値が明らかに低くなるという傾向が示された。住民が日常的に行う掃除機を用いた繰

り返し集塵による屋内残存放射性 Cs の低減効果の有無や、その長期的な効果はまだ調べられていな

い。 

 
II 目的 

 大熊町を中心にヒトの出入り及びヒトの活動の頻度が異なる木造住家（最多で 10 戸）において定

期的な掃除機がけを最長で 3 年間継続して行うことによりハウスダストを集塵する。集塵されたハウ

スダストに含まれる放射性 Cs を測定し、その経時変化を評価することにより定期的な繰り返し掃除

機がけによる屋内残存放射性 Cs の低減効果を調べることを目的とする。同時に、住家の換気率や外

気中及び屋内の気中放射性エアロゾルなども測定し、あらたな放射性 Cs の屋内への入り込みがどの

程度あるのか、また、居住環境、ヒトの居住、出入りなどのヒトの活動が住家内放射性 Cs の挙動に

与える影響について検討を行う。 



 

 
III 研究方法 

 大熊町の木造住家のべ 10 戸（図 1）に

おいてコードレススティック型掃除機を用

いて定期的にハウスダストを集塵し、粒径

別（<20 µm, 20–63 µm, 63–180 µm, 180–500 

µm, 500 µm–1 mm, 1–2 mm, >2 mm）に分離

した後秤量し、ハウスダスト中の Cs-137 を

ゲルマニウム半導体検出器(HPGe) で測定・

定量評価する。換気率をトレーサーガス法

（CO2 減衰)により評価する。電気が復旧し

た住戸において外気中及び屋内の気中放射

性エアロゾルをエアサンプラーにより継続

的に捕集する。スミア法により放射性 Cs の

表面汚染密度を評価する。アンフォールディング手法により屋外・屋内の γ線スペクトルについて解

析を行う。 

本研究は、東北大学大学院薬学研究科ヒトを対象とする研究に関する倫理委員会にて令和 4 年 3 月

31 日に承認を受けた手法により実施した。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

1. 繰り返し掃除機がけにより、床面積当たりのハウスダスト量は調査したのべ 10 戸のうち 7 戸で減

少傾向が観察された。（10 戸のうち 2 戸は短期で調査が終了したため傾向の把握ができなかった。）初

期値のハウスダスト量が高い住家ほど減少が速い。減少が速くない住家は、ヒトの出入りが多い時期

があり、その際に外からコールドダストの持ち込みがありハウスダスト量が増えたためと考えられ

る。粒径ごとのハウスダストを化学的性状により水溶性・塩酸溶性・残渣の 3 つに分けそれぞれ Cs-

137 の測定を行った。この実測値を用いてハウスダストの経口摂取による内部被ばく線量（大人の Cs-

137 による預託実効線量）を DCAL（ORNL/TM-2001/190, 2006）により算出した。ハウスダスト量の

減少に伴い預託実効線量は減少する。 

2. 掃除機がけにより除去されたハウスダスト中の重量当たりの Cs-137 濃度は、のべ 10 戸調査のうち

7 戸で減少傾向が観察され、換気に伴って入ってくるコールドダストによる希釈効果を示唆している。

重量当たりのハウスダスト中 Cs-137 濃度が減少すると預託実効線量は減少する。しかし、1.の傾向と

比較して２.における減少度は小さい。この原因として、事故直後に家の中に入り込んだ放射性物質が

ハウスダストに付着してさまざまな隙間に残留しており、それらが徐々に室内に出て来ていることに

よることが推定される。一番減少速度が速い住家では、毎日ヒトの活動があり、コールドダスト持ち

込みによる希釈効果が大きいことが示唆された。調査した 10 戸において Cs-137 濃度には大きな差が

ある。 

3. 電気が復旧したのべ 4 戸において外気中及び屋内の気中放射性エアロゾルをエアサンプラーによ

り継続的に捕集し、屋外・屋内の Cs-137 を評価した。気中浮遊粒子の Cs-137 濃度は、屋外・屋内と

も変動が大きく、相関は見られず、屋内外が同等もしくは屋内の方が高いこともあった。Cs-137 屋内

濃度は、平均で屋外濃度の 0. 87 倍±0.27 倍であった。また、調査期間中に一定の変化傾向は見られ

なかった。気中 Cs 濃度は、0.49–0.69 μm にピークを持つ単峰性の粒径分布を示していた。粗大粒子



 

は、海塩粒子や土壌粒子とされており 2)、気中で見られた Cs の起源は海塩や土壌ではないことが示

唆される。 

4. スミア法による放射性 Cs の表面汚染密度の経時変化を調べた。住家ごとの表面汚染密度の分布の

中央値の大きさの順は上述 2. で得た重量当たりのハウスダスト中 Cs-137 濃度の値の大きさの順と同

じであった。スミアの採取箇所は主にタンスなどの家具の上（住民が掃除していないところ）であり

事故直後に家屋内に入り込んだ放射性物質の残存物を観察している。一方、掃除機がけで観察してい

る対象はヒトの活動が大きく影響する床の上のダストであるが、双方で傾向が同じということは、床

の上のダスト中の放射性 Cs を支配しているのは事故直後に家屋内に入り込み残留している放射性物

質であることを示唆すると考えられる。 

5. 床面積当たりの Cs-137 濃度が最も高い住家と最も低い住家について、エアサンプラーによる測定

値から屋外気中浮遊粒子の Cs-137 濃度を 1 mBq/m3 とし、換気回数実測値を用いて無人の家屋におけ

る室内沈着量をストークスの式を用いて推定した。前者の住家では、少なくともこの２年間に採取し

たハウスダスト中の Cs-137 濃度に対して、外気の寄与はきわめて小さい（0.058％）ことが示された

が、一方、後者の住家では平均で 33.3%が外気からの寄与と考えられた。 

6. アンフォールディング手法によるγ線スペクトルの解析を行い、除染前後の屋外・屋内の散乱線成

分/直達線成分（S/D）の比率に差があることが示した。この知見を含めて除染前後の屋内と屋外での

放射線量の変化の違いは協力住民への説明に有用である。一方、屋根にあらたな放射性物質集積因子

が観察される住家の S/D の比率に、集積が観察されない住家との差は認められなかった。 

以上の成果に基づいた今後の研究方針を以下に述べる。 

屋内で測定された気中 Cs-137 濃度の由来はあらたに屋外から入り込んだ Cs-137 のほかに既築住家

屋内に残存している Cs-137 の付着したハウスダストである可能性が考えられる。このことを確認す

るために、新築の家での屋外・屋内の Cs-137 を測定し、外気からのあらたな放射性 Cs の屋内への入

り込みと沈着に、新築の家と既築戸建住家で違いがあるのか、新築の家と既築戸建住家での比較検討

を行うことが必要である。また、新築の家にあらたな放射性 Cs の屋内への入り込みと沈着が生じる

と、積算して屋内の放射性 Cs は増えてくる可能性がある。新築の家屋内での気中浮遊粒子及び沈着

の状況を調べることも必要である。 

 
V 結論 

掃除機を用いた繰り返し集塵により、床面積当たりのハウスダスト量は調査したのべ 10 戸のうち

7 戸で減少傾向が観察された。初期値のハウスダスト量が高い住家ほど減少が速い。減少が速くない

住家は、ヒトの出入りが多い時期（コールドダストの持ち込み）があったことと関係している。ハウ

スダストの経口摂取による預託実効線量はハウスダスト量の減少に伴い減少する。ハウスダスト量と

ともに重量当たりのハウスダスト中 Cs-137 濃度が減少すると預託実効線量はさらに減少するが、床

面積当たりのハウスダスト量の減少の速さに比べて、重量当たりのハウスダストの中 Cs-137 濃度は

減少度が小さいことがわかった。この原因として、事故直後に家の中に入り込んだ放射性物質がハウ

スダストに付着してさまざまな隙間に残留しており、それらが徐々に室内に出て来ていることによる

ことが推定される。一番減少速度が速い住家では、毎日ヒトの活動があり、コールドダスト持ち込み

による希釈効果が大きいことが示唆された。エアサンプラーにより捕集した気中浮遊粒子の Cs-137 濃

度は、屋外・屋内とも変動が大きく、両者に相関は見られなかった。Cs-137 屋内濃度は、平均で屋外

濃度の 0. 87 倍±0.27 倍であった。調査期間中に一定の変化傾向は見られなかった。エアサンプラー

による測定値から屋外気中浮遊粒子の Cs-137 濃度を 1 mBq/m3 とし、換気回数実測値を用いて無人の



 

家屋における室内沈着量をストークスの式を用いて推定した結果、床面積当たりの Cs-137 濃度が低

い住家では、平均で 33.3%が外気からの寄与と考えられる。しかし、屋内で測定された気中 Cs-137 濃

度の由来はあらたに屋外から入り込んだ Cs-137 のほかに既築住家屋内に残存している Cs-137 の付着

したハウスダストである可能性が考えられる。このことを確認するために、新築の家での屋外・屋内

の気中 Cs-137 を測定する調査がさらに必要である。 
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本年度研究成果 

I 研究背景 

家屋の内外を含む居住環境における放射線被ばくは、原子力事故後の初期から長期間にわたって汚染

地域での住民生活を管理するために必要不可欠な情報の一つである。特に、福島事故の経験を経て、

原子力防災分野においては、事故後初期に自宅への屋内退避が防災計画の主軸の一つとして位置付け

られている。また、福島事故後に避難指示を受けた地域についても、避難指示の解除が進み帰還した

住民の日常生活が開始されようとしている。このような社会的な背景を踏まえると、事故後初期にお

いて屋内退避をした場合にどのくらいの被ばくが想定されるのか（または、どのくらいの被ばく低減

効果が見込まれるか）ということと、帰還後の生活においてどのくらいの被ばくが想定されるのかと

いう情報は、原子力防災計画や帰還後の住民に対する放射線防護対策を策定する国・自治体や住民に

とって重要な情報である。 

 
II 目的 

本研究では、上記のような研究背景のもとで、①事故後の初期における屋内退避時における住民被ば

く線量の評価と、②事故後の長期における帰還後の居住環境での被ばく線量評価を実施することを目

的とする。 

 
III 研究方法 

令和 6 年度は、目的①に関連して、1）屋内退避に関する情報提供資料の作成を実施した。また、目

的②に関連して、1）床材・行動別の室内再浮遊係数を評価するとともに、2）各サイトにおける事故

後初期の屋内退避時における被ばく線量評価を実施した。 

目的①-1）の作業では、国・自治体・住民に向けての屋内退避に関する情報を提供する資料を作成



 

した。資料には、令和 5 年度に評価した屋内退避による被ばく低減係数（事故シナリオごと、国内の

サイトごと）と当グループの有する屋内退避に関する知見（原子力規制庁受託及び内閣府受託）を組

み合わせて、屋内退避の被ばく低減効果の依存性及び屋内退避時の行動に関する知見を整理した。 

目的②-1）に関して、室内床面に沈着した放射性物質の再浮遊による被ばくを評価するためのモデ

ルを開発した。室内再浮遊係数は粒径、床材、床面からの高さ、人の室内における行動により生じる

風速場等の条件によって異なることが考えられるため、本研究ではこれらの条件ごとに室内再浮遊係

数を実家屋内における実験によって求めた。また、目的②-2）に関して、実験的に得られた室内再浮

遊係数を用いて、室内再浮遊放射性物質による吸入被ばく線量評価モデルを開発した。開発したモデ

ルを用いて、事故発生から 1 年間自宅を離れて再度居住開始した場合の被ばく線量評価を行い、屋外

グランドシャイン等の居住環境下における総被ばく線量に対する室内再浮遊による被ばく線量の寄

与割合を評価した。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

 目的①-1）の作業では、サイトごと及び事故シナリオごとに被ばく低減係数を評価した。その結果、

実効線量で評価した場合の被ばく低減係数は、早期大規模放出、後期大規模放出及び福島事故相当の

事故シナリオでは 0.4～0.6 であり、管理放出及び新規制基準を踏まえた事故シナリオでは 0.6～0.7 で

あった。甲状腺等価線量で評価した場合の被ばく低減係数は、事故シナリオによらず 0.4～0.6 であっ

た。事故シナリオ間の被ばく低減係数の違いは主に希ガス核種からの寄与割合に依存していることが

示され、希ガス核種からの寄与が大きい事故シナリオほど被ばく低減係数が大きくなった。また、被

ばく低減係数は風速によって大きく変動し、サイト内外での風速変動により約 20～50％異なること

が示された。これらの成果をとりまとめて学会発表 1)、報告書 2)及び査読付論文 3)として公開した。

屋内退避に関する情報を提供する資料では、上記の情報に加えて、住宅の広さや気密性能による被ば

く低減係数の違い、屋内退避の低減効果を高くするための行動を整理して記載した。また、作成した

資料を利用して、アウトリーチ活動を実施した 4,5)。 

 目的②-1）の作業では、室内再浮遊係数を実験的に評価した。この際に、粒径、床材、床面からの

高さ及び人の室内における行動による室内再浮遊係数の変動を評価できるように実験を設計した。こ

の結果、室内再浮遊係数は、1.0 × 10-9～1.0 × 10-2 m-1の範囲で変動した。室内再浮遊に関する先行研究

では、本研究とは異なり試験チャンバーでの評価結果として 1.0 × 10-8～7.2 × 10-2 m-1 の範囲が報告さ

れており、本研究の成果と同程度であることを確認できた。このようにして実験的に評価した室内再

浮遊係数を用いてコンパートメントモデルを開発した。 

 目的②-2）の作業では、上記で開発したコンパートメントモデルを用いて住民帰還後の被ばく線量

評価を行った。事故後に一定期間避難した後、帰還して通常生活を送った場合の被ばく線量を評価し

た。評価では、避難期間に加え、自宅の換気率を変化させた。その結果、避難期間の長期化と換気率

の増大によって室内再浮遊の影響が大きくなることがわかった。例えば、換気率を毎時 1.0 回として

避難期間を 1 年とした場合、室内再浮遊を考慮すると室内の放射性物質からの被ばく線量の割合が再

浮遊を考慮しない場合と比べて約 20%増大した。さらに、避難期間 1 年として、ダストピックアップ

率 95%として床の清掃を行った場合、清掃しない場合に比べて被ばく線量が約 5％に低減することが

わかった。帰還後から継続して清掃することによって、室内再浮遊による被ばく線量は全体の線量と

比較して、大きく低減できることを示した。これらの成果を取りまとめて学会発表を行った 6),7)。 

 
V 結論 



 

 令和 6 年度に計画していた作業は、滞りなく完遂した。これにより、事故シナリオやサイト間の気

象条件の違いを考慮して屋内退避による被ばく低減係数を評価し、その結果をもとにして、国・自治

体・住民に向けての屋内退避に関する情報を提供する資料を作成した。また、室内再浮遊係数を実験

的に評価し、事故影響評価のためのコンパートメントモデルを開発した。さらに、開発したモデルを

用いて、事故発生から 1 年間自宅を離れて再度居住開始した場合の被ばく線量評価を行い、屋外グラ

ンドシャイン等の居住環境下における総被ばく線量に対する室内再浮遊による被ばく線量の寄与割

合を評価した。 
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本年度研究成果 

I 研究背景 

2011 年に発生した福島原発事故への対応に伴い同原発の敷地内に高濃度のトリチウム（3H）を含む

処理水が蓄積し、2023 年中には蓄積許容量の上限に達することが見込まれた。そこで東京電力は、こ

の処理水について 2023 年より海洋放出することを公表し、同年 8 月より放出を開始した。この放出

に際しては、1,500 Bq/L 以下のトリチウム濃度とした上で放出する計画となったが、このトリチウム

濃度は WHO が飲料水に定めた基準（10,000 Bq/L 以下）と比較しても顕著に低い値である。また、放

出後は海流によって速やかに希釈されるため、実際に第１回の放出直後に行われたモニタリングでは

放出口の直近ですら検出下限値（10 Bq/L）以下のトリチウム濃度であった。このように、処理水の海

洋放出には環境や人の影響について十分な配慮がなされている。一方、処理水中のトリチウムは主に

トリチウム化水（HTO）の化学形態で存在するが、この HTO の一部は一次生産者の光合成により有

機結合型トリチウム（Organically bound tritium: OBT）に変化する。この OBT 生成は環境中における

トリチウムの局在化を促す可能性がある 1,2)。また、トリチウムによる内部被ばくを考える場合、OBT

は HTO の化学形態に比べて体内の滞留時間が長く、影響が大きい 1,2)。これらを勘案すると、処理水

放出に関して十分な安心感を担保するため、HTO のみならず OBT の環境動態も把握することが望ま

しい。本研究では海水中および海霧等で沿岸陸域に移行した処理水中 HTO が、それらの領域に生息

する一次生産者の光合成により OBT に変化することを想定し、一次生産者による OBT 生産速度を評

価した。また、取得したデータを用いて一次生産者における OBT 蓄積過程の数値モデルを構築した。 

 
II 目的 

 本研究では、日本の東北地方太平洋沿岸域において一般的に生息する水圏および陸圏一次生産者を

対象とした OBT 生産速度の取得を主目的とした。その中で、研究計画 3 年目の令和 6 年度は陸上植

物 2 種（ミズナラ苗木及び牧草）と海藻 2 種（アオサ、オゴノリ）について OBT 生産速度を実験的

に評価した。更に、昨年度までに取得したデータと合わせて、福島沿岸域における植物プランクトン



 

図１. 重水添加実験における陸水圏一次生産者の OBD 濃度の時間変化 

図 2. コマツナ中 OBD 濃度の数値モデルの計算結果 

から底生魚への OBT 蓄積過程を数値モデル化し、この蓄積を評価した。更に、陸上植物の生育過程

における OBT 蓄積過程の数値モデルを構築し、同植物中 OBT 濃度の推定を可能にした。 

 
III 研究方法 

 昨年度と同様、水素の安定同位体 2H（Deutrium: D）で標識された水（重水）を HTO の模擬物質と

し、系内に添加した重水から生産される有機態重水素（Organically bound deuterium: OBD）を測定する

ことにより、OBT の生産状況を評価した。令和 6 年度はミズナラ、コマツナ、アオサ、オゴノリにつ

いて重水添加実験を実施し、植物中に生産された OBD 濃度を測定した。また、これまでの取得デー

タを用いて、陸・水圏一次生産者における OBT 生産過程の数値モデルを構築した。さらに、福島沿

岸海域における植物プランクトンから底生魚への OBT 蓄積を数値モデルにより評価した。 

 
IV 研究結果、考察及び今後の研究方針 

各種一次生産者に関して、OBT 生産速度の推定に資する OBD 生産速度のデータを取得した（図 1）。    

 

これまで得られた重水添加実験データを用いて、陸上植物中 OBD 濃度を再現する数値モデルを作

成し、従来の研究で用いられているモデルよりも高い再現性があることを確認した（図 2）。 

 
 
 また、令和 5 年度に得られた植物プランクトンの OBT 生産速度データ 3)と環境科学技術研究所に

おける先行研究 4)データを用いて、処理水放出時における福島沿岸域に生息する底生魚（ヒラメ）中

(B) 従来のモデル

0

200

400

600

800

1000

1200

23 27 31 35
0

200

400

600

800

1000

1200

23 27 31 35

(A) 本研究の新規モデル
チャンバー内での重水添加

実験圃場における屋外栽培

遮光無し (モデル)
遮光有り (モデル)

遮光無し (実測値)
遮光有り (実測値)

有
機
態
水
素
濃
度

(p
pm

)

播種後日数

0

100

200

300

400

500

600

0 8 16 24 32

遮光無し
遮光あり

重水添加後日数

チャンバー内での重水添加
実験圃場における屋外栽培

有
機
態
重
水
素
濃
度

(p
pm

)

0

200

400

600

800

0 2 4 6 8

15℃、1%重水素濃度海水で培養

●明条件
■暗条件

牧草（オーチャードグラス） オゴノリ



 

の OBT 濃度を推定する数値モデルを作成し、実際に計算を実施した結果、放出状況下におけるヒラ

メを摂取しても内部被ばくの影響は無視できる程度であることが示唆された 5)。 

 
V 結論 

 本調査で主目的とした陸・水圏一次生産者の OBT 生産速度に関する実測的データの取得は、十分

に達成された。また、この実測データを用いて陸・水圏一次生産者の OBT 蓄積過程を数値モデルに

より再現することが可能となった。これらの成果は、処理水に由来するトリチウムの環境動態や被ば

く線量の具体的予測、ひいては同処理水に関連した風評被害の抑止に貢献することが期待される。 
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